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研究成果の概要（和文）：様々な産業分野でワイヤレス給電技術の活用が期待されており、実用化に向けた開発が盛ん
におこなわれている。しかしながら給電効率などの技術的課題や運用周波数などを含めた制度化や人体防護指針対策な
ど、まだまだ 課題は多い。本研究では、構造物の健全性評価を目的とした埋設型センサデバイスに対して実用的且つ
効率的なワイヤレス給電を実現するため、給電対象物の自動認証、給電効率の最大化解析、制御、給電開始、そして給
電停止に至る全プロセスの自動化を実行するワイヤレス給電システムを開発し、室内実験でその実用性を確認した。

研究成果の概要（英文）：There are high hopes for wireless charging technologies across a variety of indust
rial fields and there has been a boom in development aimed at making such technologies commercially viable
. However, a large number of issues remain, such as technical issues with feed efficiency, the systematiza
tion of operating frequencies and strategies for dealing with personal protection guidelines. In this rese
arch, in order to realize both practical and efficient wireless charging to embedded sensor devices aimed 
at evaluating structural soundness, a wireless charging system was developed which carries out the automat
ion of all processes from automatic recognition of the objects to be charged, feed efficiency maximization
 analysis, control, power up, and all the way to power down, and its viability has been verified in experi
ments in the laboratory.
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様	 式	 Ｃ－１９、Ｆ－１９、Ｚ－１９（共通）	 

１．研究開始当初の背景 
	 近年、新規建設投資が困難な予算上の問題
や、省資源・地球環境への配慮によって、良
質な社会資本のストックと合理的な維持管
理体制を確立することが喫緊の課題となっ
ている。国民生活を支える社会基盤である大
型土木構造物、例えばダム・トンネル・橋梁
などの多くは、高度成長期に建設されたもの
で設計寿命に近づいており、その劣化は著し
い。しかしながら、全面改築することは難し
く、国民生活の安全・安心を守るための対策
として、劣化した構造物を補修・補強して延
命させる手段が講じられている。適切な補
修・補強を行うためには、まず各構造物の現
状の劣化程度を把握し、今後の劣化進度を予
測する必要がある。現在の構造物の点検作業
は、目視確認や打音検査が主流であり、点検
者のスキルによっても結果はバラつき、その
信頼性には疑問がある。また、仮に点検によ
ってコンクリート構造物表面のひび割れ・剥
離が発見された場合でも、構造物の応力状態
を推定することは難しく、安全裕度を判断す
ることができない。この解決法の一つとして、
構造物内部に各種モニタリングセンサを埋
設しておき、コンクリートや鉄筋の応力を計
測し、更に構造物に加わる土圧・水圧等の外
力などの物理量変化を捉える方法が考えら
れる。しかしながら、既存の埋設型センサに
よれば、センサへの電源供給およびデータ通
信のためのケーブルが必要で、このケーブル
ラインを介した炭酸ガスの浸入によってコ
ンクリートの中性化が促進され、鉄筋の腐食、
更には構造耐力の低下を招くことが懸念さ
れる。また、電池を搭載した無線式センサに
よれば、サンプリングレートにもよるが、数
年程度の駆動しか期待できず、50年以上の構
造物寿命に比べ極めて短期間のモニタリン
グしかできない。そこで、電池を搭載しない
各種モニタリングセンサをコンクリート構
造物内部やその背面に埋設し、外部から効率
的にワイヤレス給電する技術が確立されれ
ば、構造物寿命と同程度に長期間運用可能な
構造物モニタリングシステムの構築が可能
となる。 
 
２．研究の目的 
	 土木・建築構造物の健全性評価を目的とし
て構造物内に埋設される各種モニタリング
センサに対し、効率的にワイヤレス給電する
技術を確立し、電池寿命に因らず構造物寿命
と同程度に長期間運用可能な構造モニタリ
ングシステムを実現することが本研究の目
的である。 
 
３．研究の方法 
	 主なワイヤレス給電方式として、マイクロ
波方式、レーザ方式、電磁誘導方式、磁界共
鳴方式がある。コンクリートは、特に打設直
後には含水率およびイオン濃度が高く、高周
波電磁波は媒質内部での伝搬損失が大きい

ためマイクロ波方式の適用は難しい。更に、
電磁波の生体への安全性についての観点か
ら社会的制約が大きい。レーザ方式はコンク
リート表面での反射と吸収によって適用で
きない。また電磁誘導方式は、伝送距離は
20cm 程度が限界で、本研究が目標としている
1.5ｍ程度（空気中 1ｍ＋コンクリート中
50cm）の伝送距離は確保できない。一方、磁
界誘導方式は 2006 年の MIT の研究報告で、
理論上 2ｍで 40％、1ｍで 90％以上の電力伝
送効率が得られることが示されており、適用
周波数は 10MHz と低いためコンクリート中に
おける伝搬損失は小さく、構造物に埋設した
モニタリングセンサへのワイヤレス給電と
しての実現性が高い。しかしながら、電磁界
共鳴方式は電磁誘導の原理を基本とし、送受
電側とも極めて高いＱ値のアンテナ設計を
施すことで数ｍのエアギャップでも高い電
力伝送効率を実現する方法であるため、アン
テナ周辺に存在する誘電体、導電体或いは磁
性体などの外的要因、或いは送受電アンテナ
間の距離（結合状態）に応じた相互リアクタ
ンスの変化によって、安定した電力伝送を実
現できず、これを如何に補償するかが課題と
なる。そこで、本研究では以下に示す(1)〜
(5)の検討をおこなった。	 
	 
(1) ワイヤレス給電装置	 
	 送受電アンテナの距離によって生じる相
互リアクタンスの変化を補償する方法とし
て、送電側のキャパシタンスを可変コンデン
サで調整し相互リアクタンスの変化を相殺
し、また相互リアクタンスの変化に伴って生
じる共振周波数の変化分を電源周波数の調
整によって最適化するワイヤレス給電装置
を開発した。	 
	 
(2) 電源効率の改善	 
	 ワイヤレス給電の総合効率は、1	 次側（給
電側）の電源効率、送受電コイル間の伝送効
率、そして 2	 次側（受電側）の整流効率等の
積となる。電源効率改善には、リニア方式に
比べスイッチング方式の方が一般的に優れ
ているが、スイッチング方式は周波数帯域が
狭く出力ノイズが大きいなど劣る点もある
ため、双方の検討をおこなった。	 
	 
(3) 受電センサデバイス	 
	 構造物の健全性評価を目的としたセンサ
デバイスの実用例として、ひずみ温度センサ
デバイスと埋設型超音波振源を開発し、その
実用性を室内実験により検証した。また後者
については、トモグラフィ解析を活用し損傷
状況の可視化を試みた。	 
	 
(4) コンクリートの経時的電気物性	 
	 受電アンテナが埋設されるコンクリート
の電気特性は、アンテナの共振特性に影響を
及ぼすことが考えられ、またワイヤレス給電
効率（伝搬媒体損失）を事前に電磁界解析で



予測する際にも重要となる。そこで、コンク
リートの主成分となるモルタルのフレッシ
ュ性状から凝結に至る比誘電率及び導電率
データを精度良く測定する方法について検
討し、各種パラメータを取得した。	 
	 
(5)	 電磁界解析	 
	 コンクリートや地盤による誘電損失や磁
界暴露による人体への安全性評価、そしてワ
イヤレス給電の送受電アンテナ設計や給電
効率の事前予測には、電磁界解析が重要な役
割を果たす。そこで、ワイヤレス給電のシミ
ュレーションに適した電磁界解析手法を選
定し、またその解析精度を検証した。	 
	 
４．研究成果	 
(1)	 ワイヤレス給電システム	 
	 安定的且つ高い電力伝送効率を得るため
ワイヤレス給電に特化した高周波電源と共
振整合器(RRC)を開発した。RRC は、共振回路
に接続されている容量（エアバリコン）を自
動調整して最適な共振回路になるように制
御するシステムで、任意に設定した下限容量
値から上限容量値までスイープさせ共振回
路のインピーダンス特性と位相特性を測定
し、電力伝送効率が最大となる周波数と、そ
の周波数において共振条件を満たす容量を
特定するものである。本システムの構成は共
振回路を駆動する高周波電力増幅器、共振特
性を測定する測定ユニット、設定・測定結果
を表示するソフトウェア、パソコンそして共
振調整用のエアバリコンとなっている。ワイ
ヤレス給電装置を図１、処理フローを図２に
示す。本システムは、構造物表面に取付けた
RFID によって給電対象物を自動認証し、その
トリガ信号によって RRC の最適解析・調整、
給電開始、そして給電停止の一連の動作を自
動化させたものである。更に、構造物表面に
取付けた RFID と一体化されたアンテナコイ
ルとセンサ側の受電アンテナの複共振作用
によってワイヤレス給電距離を飛躍的に向
上させ、目標としていた 1.5m 程度のワイヤ
レス給電を実現した。	 

	 
(2)	 電源効率の改善	 
	 電源効率を検討するにあたりスイッチン
グ方式とリニア方式の二つの方式について
比較検討した。スイッチング方式の中には変
調方法によっていくつかの方法がある。ここ
では一般的なパルス幅変調（以下、PWM）方
式で検討した。PWM 方式では、入力のアナロ
グ信号で矩形波のデューティ比を変調し電
力スイッチで増幅後、出力フィルタ（ローパ
スフィルタ、以下 LPF）を通すことで復調し
ている。スイッチング周波数は、「出力信号
周波数<<LPF の遮断周波数<<スイッチング周
波数」の関係となる。今回の使用周波数範囲
は 100kHz から 150kHz であり、前述の関係を
考慮すればスイッチング周波数は数 MHz 程度
と推測される。しかしながら MHz 帯でのスイ
ッチングには課題も多く回路も複雑化する。
またスイッチング損失はスイッチング周波
数に比例するという問題もある。次にリニア
方式によれば、出力段に電力を供給する直流
電源電圧の低電圧化によって 67%の効率が得
られ、また制御回路の消費電力を 10W、ファ
ンの消費電力を 5W と仮定したとき理論上の
総合電源効率は 48.7%となった。以上の結果
から、スイッチング方式は周波数帯域が狭く
出力ノイズが大きいなどのデメリットがあ
り、またこれらの対策に時間がかかることや

 
図１	 ワイヤレス給電装置	 

 
 

 
図２	 処理フロー	 

 

 
図３	 スイッチング方式の模式図	 



回路構造などが複雑になることから本研究
ではリニア方式を採用した。図４に開発した
アンプのブロック図を示す。	 

	 
(3)	 受電センサデバイス	 
	 構造物の健全性評価を目的とした受電セ
ンサデバイスを二種類開発した。一つは、ひ
ずみ温度センサデバイスである。これは、市
販のひずみ計 KM-100BT と温度センサに熱電
対を利用したもので、ワイヤレス給電した電
力によってひずみ量と温度を計測し、そのデ
ータ（バイナリーデータ）を微弱無線モジュ
ールを介してパソコン側に送信し、パソコン
側で物理量変換して表示させるものである。
二つ目は、圧電素子を組み込んだ埋設型超音
波デバイスである。構造物内部に埋設した超
音波デバイスにワイヤレス給電し、超音波パ
ルスを発生させ、その超音波信号を構造物表
面に取付けた加速度計で受振するシステム
である。必要となるエネルギー量が大きいた
め、ワイヤレス給電した電力を一時的に電気
2 重層コンデンサに蓄え、一定量蓄電された
時点で CPU を起動し、圧電素子を駆動させる
形態とした。また、本デバイスで得られる受
振波形データを元にトモグラフィ解析をお
こなうことで構造物内の弾性波速度分布を
出力し、欠陥部位の可視化が実現できる。シ
ステム構成を図 5、トモグラフィ解析結果
（例）を図 6に示す。	 
	 
(4)	 コンクリートの経時的電気特性	 
	 コンクリートは pH12	 の強アルカリ性を有
し、例えばこの電気特性を静電容量法によっ
て測定する電極材質は、化学反応影響を受け
難い高価な金や白金に限定される。またコン
クリートを構成する粗骨材か直径 20〜40mm
程度あるため、最低でも 100mm 程度と大型の
電極になることから測定装置から電極まで
の誘導線によって寄生インダクタンスや誘
導線間の浮遊線間容量による誤差が生じ精
度の高い測定が難しい。また非接触測定法の
一つである TDR	 法では、本研究で必要として

いる数百 kHz から MHz オーダー（以下、低周
波帯域と称す）の電気特性を得ることができ
ない。そこで非接触で低周波帯域の電気特性
を測定できる装置を今回独自に考案した。具
体的には、２つのトロイダルコアを用いたト
ランス内部（コア部）に試料となるモルタル
を通過させ、モルタルの電気特性変化によっ
て生じる電圧と位相差を計測するものであ
る（特願 2013-104388）。本装置によってコン
クリートのフレッシュ性状から凝結に至る
低周波帯域の電気特性が明らかとなった。	 
	 
(5)	 電磁界解析	 
	 ワイヤレス給電による電磁界分布を知る
ためには、磁界強度・電界強度・磁束密度・
電束密度の	 4	 式のマクスウェル方程式を解
いて誘電率や導電率を考慮し、対象となる物
と電磁界の作用について計算しなければな
らない。解析方法は主にモーメント法、有限
要素法、FDTD 法の３種類がある。モーメント
法は、境界上の離散化のみで近似解が得られ、
解析対象物の領域内の離散近似が必要ない。
また、必要な要素や節点の数が少なく解析時
間が早く、開領域の問題をそのまま取り扱え
るという特徴があり、金属で出来たアンテナ
の解析を得意とする。本研究はアンテナの解
析であるので、前述の特徴よりアンテナ解析
に最も適するモーメント法を選定した。使用
した解析ソフトはモーメント法に基づく南
アフリカ	 EMSS 社製 3 次元解析シミュレータ
FEKO である。自由空間において実施した送受
電アンテナ単体に対する共振特性の解析結
果および磁気共鳴結合時におけるワイヤレ

 
図 5	 システム構成	 

 
図 6	 トモグラフィ解析結果（例） 

 
図４	 アンプブロック図 



ス給電効率の解析結果は、室内実験によって
実測された値やその他の理論計算から得ら
れた値と照らしてみても妥当なものであっ
た。また、磁気共鳴結合時の解析に共振周波
数のマッチングを図る手法として	 FEKO	 に
実装された最適化ツール(OptFEKO)が有用で
ある事もわかった。一方で、誘電損失媒質で
あるコンクリートを含む系を	 FEKO	 を用い
て解析を行う場合には、電気伝導率の取り扱
いや計算資源の低減方法に工夫が必要であ
り、現時点では十分な解析結果が得られてい
ない。これらを解決する手法として、等価的
な複素透磁率	 (損失項)を利用する方法や計
算資源の低減が可能な	 SIE	 および VIE	 の適
切な適用が考えられる。また鉄筋(高透磁率)
を含む系に関しては、SIE	 や	 VIE	 ではなく、
FEM	 を適用することが適当と考えられるが、
やはり計算資源の低減方法を確立する必要
があり、今後の課題として残った。	 
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